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大賀　哲・山腰修三・三谷文栄・石田栄美・冨浦洋一
＊

 １　問題の所在

　未曽有の大災害となった 2011 年の東日本大震災とそれに伴う福島原発事故から 6 年余
りが過ぎようとしている。その後「原子力ムラ」と呼ばれる利権構造にメスが入り，2011
年 8 月の放射性物質汚染対処特措法に基づいて原子力行政の一元化がすすめられた。原子
力安全・保安院は解体され，2012 年 6 月の原子力規制委員会設置法に基づいて環境省の
外局として原子力規制委員会が設置された。またこの間，政府・国会・東電および民間の
事故調査委員会が設置されそれぞれ事故調査を行い，調査報告書を公開した。他方で民主
党政権時代，菅直人内閣がやや曖昧ながらも「原発ゼロ政策」を志向していたのに対し
て，その後の野田佳彦内閣は 2012 年 7 月に大飯原発再稼働を行う。さらに政権交代後，
安倍晋三内閣では「原発ゼロ政策」の見直しが提起され，2014 年 4 月に原発を「重要な
ベースロード電源」と再定義する。福島原発事故を受けて漸進的ながらも「原発ゼロ」に
向かっていた原発政策が，再稼働を経て原発活用へと方針が再転換されるのが 2014 年で
ある。このように福島原発事故から 3 年間で，原子力発電およびエネルギー政策をめぐる
政府方針は大きく変化し，それにともなって国内の政治言説もめまぐるしく変化した。
　本稿は原発政策・エネルギー政策について国内の言説状況が変化した 3 年間を対象とし
て，福島原発事故から事故の原因究明，原発行政の再構築，「原発活用」への方針再転換
の直前まで，すなわち 2011 年 3 月から 2013 年 12 月までの毎日新聞社説に着眼し，内容
分析と言説分析の方法を併用して，福島原発事故をめぐるメディア言説の変容を考察す
る。なぜ 2011 年から 2013 年までの 3 年間なのか，またなぜ毎日新聞社説に着目するのか
をそれぞれ以下に詳述する。
　上述のように 2011 年から 2013 年までは事故の原因究明と原発行政・エネルギー政策の
再構築の時期であり，安倍内閣が「原発活用」へと舵を切るまで，原発の存置と廃止をめ
ぐって国論を二分する論争が繰り広げられた。2011 年から 2013 年までの時期は政府の政
策が未だ明確には定まっていなかった時期であり，かかる時期のメディア言説を検証する
ことで，原子力発電の存置およびエネルギー政策の転換をめぐって政治的・社会的にいか
なる言説が顕在化し，そこにはいかなる特徴があったのかを明らかにすることができると
考える。社説とは，共時的なニュースや時事的な問題をコンパクトに概観し，当該新聞社
の意見が相当程度反映されたテクストである。後述の分析により明らかとなるが，福島原
発事故をめぐる社説記事は政治的な争点化が顕著であり，政治的な動向の変化と併せて分
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析することでメディアが政治に対して何を求めているのか，それによっていかなる政治
的・社会的文脈が構成されているのかを明らかにすることができると考えられる。
　毎日新聞は福島原発事故の直後いちはやく「脱原発」の立場を打ち出し，その後一貫し
て脱原発の立場を堅持している（1）。すなわち，2011 年から 2013 年までの時期の毎日新聞
社説に着眼することの意義は，政府の政策形成途上期において，メディア言説のなかでも
とりわけ脱原発の立場に着眼し，その政治的・社会的文脈がどのように形成・変化したの
かを吟味することにある。脱原発の立場を明確に打ち出している毎日新聞の社説を分析す
ることで，脱原発の言説が政治に対してどのような要望を抱き，そこにどのような政治
的・社会文脈が形成されていたのかを明らかにすることが本稿のねらいである。
　他の主要紙各社の論調と比較すると，毎日新聞の独特の位置づけが窺われる。福島原発
事故以降の主要各紙の論調としては，産経・読売が原発存置を主張し，日経が当面の活用
とその後の再検討を示唆し，朝日と毎日が脱原発に分類可能な立場をとっている。たとえ
ば産経は「安価で安定した電力供給には原発の再稼働が欠かせない」（産経新聞
2012/10/3）（2），読売は「電力の安定供給確保には，原子力発電所の再稼働が欠かせない」

（読売新聞 2012/12/19）など電力の安定供給のためには原子力発電が不可欠であるとの立
場をとり，代替エネルギーに期待を寄せる毎日の論調とは正反対である。他方，現状の原
発は維持するが代替エネルギーを含め今後の電力需給を見据えながら原発の位置づけを再
検討すべきであるというのが日経である。すなわち，「原発は当面，一定数を維持しつつ，
自然エネルギーと省エネの拡大に全力を注ぎ，5 ～ 10 年後にその効果を見極めて原発の
位置づけを改めて決める」（日本経済新聞 2012/5/30）という立場である。
　対して脱原発の立場に立っているのが朝日と毎日である。朝日は自ら脱原発を標榜して
いるが，その主張は「できるだけ早く」ないし「将来的に」脱原発を目指すべきという立
場であり（かつ「できるだけ早く」が次第に「将来的に」へと後退している），他紙との
比較で言えば，中間的な立場である日経よりは脱原発に踏み込んだ内容ではあるものの，
後述する毎日ほどは脱原発に積極的な姿勢とは言えない。具体的には，「できるだけ早く
原発をなくし，省エネと自然エネルギーを推進しつつ，当面は火力発電を活用していく案
を支持する」（2012/5/29），「私たちは，できるだけ早期に原発をゼロにすべきだと主張し
てきた」（2012/6/30）という主張を展開しつつ，これが後に「将来的に原発をゼロにすべ
きだ」（2013/2/20）とややトーンダウンしている。
　他方で毎日は脱原発により踏み込んだ論調を展開している。毎日が脱原発への方針を明
らかにするのは福島原発事故の１か月後の 2011 年 4 月 15 日である。地震の多い日本では
原発の安全性は確保しえず，原発政策の転換が必要であるという論理である。「地震国日
本は原発と共存できるのか。真摯に検証した上で，早急に打つべき手を打ちながら，原発
政策の大転換を図るしかない」（2011/4/15）とその意図を明らかにしている。同社説では
まず「大震災の影響を考えれば，女川原発など被災した原発の再開も非常に慎重に考えざ
るをえない。今後の原発の新設は事実上不可能だろう」（同上）と原発の安全性に疑義を
呈し，その上で脱原発への転換を主張している。他方で朝日と同様に即座の廃止は現実的
ではないとしながらも，「できるだけ早く」・「将来的に」という論理ではなく，閉鎖に優
先順位を付け漸進的に依存度を減らすことで，脱原発へのより具体的な道筋を描いてい
る。「こうした現実を踏まえ，大災害を転機に，長期的な視点で原発からの脱却を進めた
い。既存の原発を一度に廃止することは現実的ではないが，危険度に応じて閉鎖の優先順
位をつけ，依存度を減らしていきたい」（同上）というのはそうした主張の端的な表れで
ある。
　また 2012 年以降は政府の役割についての言及も増え，「政府は，「原発ゼロ」を目指す
という方向をはっきりと示し，国民の理解を求めるべきだ…」（2012/5/30），「政府は「原
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発ゼロ」を目標として明示すべきだ」（2012/9/6）など政府の政治的リーダーシップを強
調している。さらに民主党の野田内閣が原発ゼロを政策目標に掲げつつもこれを閣議決定
に盛り込まなかったことを取り上げ，「政府に対する拘束力が弱まり，脱原発は骨抜きに
なりかねない」（2012/9/20）と懸念を表明している。安倍内閣が原発ゼロ政策への見直し
を提起したことに対しては「「原発ゼロ」からの後退は認められない」（2013/3/11）と痛
烈に批判している。
　このように毎日新聞社説は最も明示的に脱原発の立場をとっており，政府の政策形成途
上期における同社説を検討することで，原子力発電及びエネルギー政策に関する国内の言
説状況を詳らかにし，その政治的・社会的文脈を明らかにすることができると考える。
　以上の問題意識から，本稿では以下の検証を各節で行う。第 2 節で先行研究を検討す
る。本稿は新聞社説を内容分析および言説分析の手法を用いて分析するものであるが，そ
の際にフレーム分析の知見が重要となる。そこで第 2 節では，フレーム分析の先行研究を
参照しつつ本稿の独自性を提示する。第 3 節では先行研究の検討を受けて，方法論の定義
を行う。本稿の特徴は内容分析と言説分析の併用・比較であるが，ここではとくに内容分
析に用いるコーディング・ルールの説明と言説分析の強調点を説明する。第 4 節では内容
分析及び言説分析を行う際の前提として，分析対象となっている 2011 年から 2013 年にか
けての政治的・社会的な時系列の変化（政府政策の変化，事故調調査の過程，脱原発市民
運動の動向など）を確認する。第 5 節，第 6 節ではそれぞれ対象社説の内容分析と言説分
析を提示し，最後に第 7 節で考察を行い結びとする。

 ２　先行研究の検討

　上述のように，本稿は原発事故後の新聞社説を内容分析および言説分析の手法を用いて
分析する。この分析にあたってはフレーム形成の分析が重要な意味を持つ。フレームとは
社会的な出来事や争点がジャーナリストやオーディエンスによって意味づけられ，解釈さ
れる際に用いられる特定のパターンに注目し，その組織化の原理を明らかにする方法論で
ある。内容分析や計量テキスト分析はフレームの形成や分布，変化を俯瞰するには適して
いるが，一連のフレームの機能が社会の価値分布や政治過程と連動し，特定のフレームに
如何なる意味付けがなされているのかを社会的・政治的な文脈に即して分析することまで
は難しい。個別の文脈に即した分析を行うには言説分析のように特定のフレームの形成を
社会的価値や政治過程の展開など外在的に意味づける作業が不可欠である（3）。そこで本稿
では，内容分析によってフレーム形成とその変化を捉え，その上で言説分析を行って特定
のフレームにどのような意味づけが行われているのかを明らかにする。以上のような問題
意識に関連して，本節ではフレーム分析，原発報道のフレーム分析，社説記事に着目した
内容分析・言説分析の先行研究を検討しながら，本稿の独自性を明らかにしていく。
　第 1 にメディア研究やマス・コミュニケーション研究において蓄積されてきたフレーム
分析の先行研究がある。フレームが社会問題や政策課題の意味づけにおいて，①問題の定
義と明確化，②問題の原因の発見，③道徳的観点からの判断，④問題解決の方策の提示，
という 4 つの機能を持つことから（Entman 1993），メディア研究やマス・コミュニケー
ション研究においてフレーム分析は有用な知見を提供してきた。フレーム分析には多様な
方法論が存在する（Borah 2011）。一つは，受け手の認知フレームに注目するアプローチ
である。このアプローチは，マス・コミュニケーションの効果研究と連動しつつ発展して
きた。もう一つは，メッセージの意味構築過程に注目するアプローチである。このアプ
ローチは，ニュースの生産過程に関する研究やニュース・テクストの言説分析と結びつき
ながら展開されてきた。
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　本稿では上記の類型における後者，すなわち言説分析に基づくニュース・テクストのフ
レーム分析のアプローチに依拠している。言説分析のアプローチは一連のフレームの機能
が社会の価値の分布や政治過程と連動しつつ展開している点に注目するからである。換言
すると，ニュースに表象されるフレームを分析することで，社会で共有された意味づけの
論理やコードを，社会的な出来事や争点の文脈に即して明らかにしうる点に注目する。
　第 2 に上述のフレーム分析は原発問題とメディア・世論との関係においても有効であ
り，原発問題をめぐるニュース・フレームの研究が蓄積されてきた。1980 年代以降のメ
ディア研究ではニュース・テクストのフレーム分析を通じて原子力ないし原発がどのよう
に意味づけられ，正当化され，社会的な合意を生産してきたのかを明らかにしてきたので
ある（Gamson and Modigliani 1989，大山 1999，烏谷 2003 などを参照）。
　しかしながら，事故から 6 年が経過しようとしているにもかかわらず，福島原発事故の
報道をフレームの観点から分析した研究はまだほとんど存在しない。福島原発事故をめぐ
るメディアの分析については，原発事故直後の報道を新聞，テレビニュース，ウェブなど
を含めて主として批判的な観点から分析がなされてきた（藤森 2011，伊藤守 2012，遠藤 
2012，山田 2013）。また，脱原発運動とソーシャルメディアとの関係の分析も行われてい
る（平林 2013，山本 2016）。しかし，これらの研究では，「危機」や「事故の対策」など
をめぐる意味づけや解釈がどのようにパターン化されてきたのか，またそれらがいかなる
政治的・社会的要因と関連しているのかについて十分な検討が加えられてきたとは言えな
い。言い換えれば，原発事故報道に着眼した研究は数多いが，ニュース・テクストにおけ
る意味づけのパターンの生成や変容と社会の価値分布や政治過程との関係を意識しつつフ
レーム分析を行ったものではなく，福島原発事故の報道や世論をめぐっては言説分析に基
づくフレーム研究は未だ十分な知見が蓄積されているとは言い難い。
　最後に，ニュース記事だけでなく社説を対象とした先行研究の動向についても触れてお
こう。内閣支持（細貝 2010），靖国参拝（福田 2014），尖閣問題（丁 2016），日中関係

（信太・小川・大谷・島崎 2009），公共放送（黄 2015），公共政策（田中・中野・藤井 
2013，田中・藤井 2015），オバマ大統領のプラハ演説（謝 2015）など，社説記事の論調
やフレームを対象とした研究は多い。これらの研究は，フレーム分析に依拠せずに社説の
論調や特徴を時系列的に分析する研究，トピック別の内容分析，より言語学的な問題意識
からの計量テキスト分析などに大別できる。しかしながら，いずれも社説の論調そのもの
の分析あるいはフレーム変化を内容分析的な手法で捉えたものであり，特定のフレームが
社会的・政治的文脈の中でどのように意味づけられているのか，フレームの言説分析を
行ったものではない。
　また原発に関連した社説記事の変化を捉えた研究（伊藤宏 2012），戦後日本の原子力政
策に関わる社説を取り上げた研究（北原 2011），計量テキスト分析に基づく記事のフレー
ムの類型や変遷に基づく研究（柳瀬 2012），社説記事も含め，福島原発事故についての海
外メディアの報道を比較検討し，国ごとの論調の異同を検討した研究（酒井 2015）など
もある。しかしながら，これらの研究も論調分析，内容分析に留まっており，フレームの
意味付けを社会的・政治的文脈から検討するものではない。
　以上のような先行研究の動向を踏まえ，本稿では内容分析と言説分析の方法論を併用
し，内容分析によってフレーム形成と分布，変化を捉え，言説分析によって特定のフレー
ム内における意味付けを検討し，原発事故をめぐるメディア言説の形成と変容を明らかに
する。内容分析と言説分析を併せて行うことで，フレーム形成における意味づけのパター
ンや社会の価値分布，政治過程との関係を意識した分析が可能になり，原発やエネルギー
政策をめぐる政治的・社会的文脈の形成―すなわち，特定の意味づけの論理やコードが政
治的争点や社会的な出来事と関連づけられながら，社会的に共有されていくダイナミズム
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―を分析することができる。本稿の独自性はその点にある。以下，次節で具体的な方法論
について詳述する。

 ３　方法論

　第 1 節で概略したように本稿ではまず 2011 年から 2013 年までの原子量発電やエネル
ギー政策をめぐる時系列の変化を俯瞰し（4 節），その上で当該時期の毎日新聞社説の内
容分析（5 節）と言説分析（6 節）を行う。時系列の変化を捉えたうえで，内容分析と言
説分析を行うのが本稿の特徴であるが，本節では内容分析・言説分析の方法論を説明す
る。

3-1　内容分析
　内容分析とは文書群の属性を特定のルール（後述するコーディング・ルールがこれにあ
たる）に基づいて体系的に同定し，推論を行うための方法である（4）。後述するように本稿
では毎日新聞の社説記事を論調，メディア・フレーム，価値観フレームという 3 つのコー
ディング・ルールを用いて分類している。まず，社説の特定方法について述べ，その後に
コーディング・ルールについて説明する。
　本稿では，2011 年 3 月 11 日から 2013 年 12 月 31 日までの毎日新聞の社説のうち，「原
発」と「社説」でキーワード検索（タイトル＋本文検索）を行い，該当 591 記事（2011
年：262 記事，2012 年：185 記事，2013 年：144 記事）のうち社説記事でないものを除き，
515 記事を特定した（2011 年： 234 記事，2012 年：162 記事，2013 年度：119 記事）。こ
の 515 記事をコーディング・ルールに基づいて分類した。
　コーディング・ルールとは文書群（この場合は社説記事）を分類するための一群のルー
ルを意味している―コーディング・ルールに基づいて記事を分類する作業を「コーディン
グ」と呼んでいる。社説記事ごとにコーディングを行い，論調（表 1），メディア・フレー
ム（表 2），価値観フレーム（表 3）のそれぞれのコードを 1 つずつ付与している。
　第 1 に論調とは，当該記事が原子力発電ないし原発を肯定しているか否定しているかを
判断するものである（各記事は表上の特徴に該当するコード（肯定・否定・均衡・中立）
に分類される）。賛成であれば「肯定」，反対であれば「否定」，両者の意見が混在してい
れば「均衡」，中立的意見あるいはいずれにも言及していなければ「中立」というコード
が付与される。
　第 2 にメディア・フレームとは，記事内容を言及対象別に 15 のフレーム（経済問題，
エネルギー，環境保護，避難・復興，食糧・衛生，健康，生活と社会，国際社会，法的問
題，メディア報道，政治判断，情報開示，安全保障，テクノロジー，その他）に分類した
ものである。メディア・フレームのコーディング・ルールは政策分析のコーディング・
ルールである Comparative Agendas Project （http://www.comparativeagendas.info/）を元
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●表１　論調のコーディング・ルール
論調 特徴
肯定 原発に賛成
否定 原発に反対
均衡 肯定的意見と否定的意見の混在
中立 原発存廃については中立的意見あるいは言及なし
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●表２　メディア・フレームのコーディング・ルール
メディア・フレーム 特徴

経済問題
国内経済問題。インフレ，価格，利率。失業率。通貨の供給。国会予
算。税制，税政策，税改正。産業政策。価格調整。原発や他の発電形
態のコストと効果。農業，漁業の経済効果，市場。銀行と財政。証券。
倒産。独占禁止法，経営，中小企業。

エネルギー
エネルギーの独立，エネルギー供給，エネルギー生産，代替エネル
ギー，持続可能なエネルギー，原子力と原子力規制，電気，電力，エ
ネルギー保存，エネルギーの研究開発。

環境保護
自然や環境についての保全，配慮。環境保護運動。環境教育。ゴミ，
汚染，郊外。生物や森林の保全。土地や水の保全。環境の研究開発。
天然資源。公共地，森の管理。水資源。

避難・復興
原発の復旧作業。避難。公共交通機関とその安全。建設，インフラ整
備。住宅事情とコミュニティ開発。国内の復興活動。レジリエンス，
国土強靭化。

食糧・衛生 食糧検査，安全性。飲料水の安全性。汚水，汚物。衛生上の危機管理。

健康 健康問題。疾病，癌，心理的疾患。健康保険，医療費。医療産業と病
院。医療人口，医療人材。子供。医療の研究開発。

生活と社会
個々人の生活に関しての関心と問題。動機や同上。被災地の生活。生
活水準。貧困と収入。消費者の安全。障害者や高齢者の生活。労働者
の安全。労働者のトレーニング。労働組合。風評被害。 

国際社会

海外メディアの記事。外国政府や国際機関のコメントや主張。貿易交
渉，対立，合意。農作物の貿易。輸出促進と規制。生産性と競争力。
関税，輸入規制。為替相場。海外援助。国際資源の利用，合意。途上
国の問題。国際経済，ファイナンス。国際機関。外交関係。国際科学
協力。 

法的問題
原発事故についての立法過程。被害者の人権，補償。東電への訴訟。
政府に対しての法的責任の追及。被災地への差別（法的問題）。表現
の自由。プライバシーの権利と政府情報へのアクセス。法と犯罪，警
察，モラル，暴動，犯罪予防。

メディア報道 報道問題（テレビ，ケーブルテレビ，ラジオ）。報道規制（報道批判
含む）。他メディアの参照，批判。

政治判断

政治的な価値，イデオロギー，議論，論争など。原発事故に関わる政
治的配慮。原子力発電に関わる政治的立場。国会での議論，ロビー活
動，政党政治，社会運動，世論形成など政治的な行動，努力，立場に
関わるもの。政府や政党に対しての政治的または政策的評価について
の明示的意見。特定の政党にとって特定の政策がどのような影響を与
えるか，またはその評価。反政府活動及びその評価。

情報公開

国と地方などの政府間関係。政府の効率性や官僚制度全般に関わる問
題。郵便事業。公務員や公務員の利益に関わる問題。公務員の専任と
任命。政府調達や政府調達に関わる契約。公共財の管理，税制度，公
務員の汚職，スキャンダル。政府と各省庁との関係，その他の行政上
の問題。議会運営，政治運動の規制，政策広報，政府の倫理，復興活
動への異議申し立て，政府の説明責任（プレス・リリースを含む）。
政策の進捗状況，原発事故対応への進捗状況，報告（東電の説明責任
等を含む）。

安全保障
原発の安全。エネルギー安全保障。資源の安全保障。日米同盟。災害
援助についての日米連携。自衛隊の災害活動。自衛隊の災害活動への
批判。防衛行政。防衛についての研究開発。

テクノロジー
原子力技術，原発や原発事故についての科学的検証・科学的調査。核
廃棄物。科学技術，電信電話技術，コンピューター，サイバーセキュ
リティ，インターネット，技術についての研究開発。

その他 いずれにも該当しないもの。
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に筆者が作成したものである。基本的な考え方はどのような言葉，文章が特定のトピック
を示唆しているかを分類するものである。但し，Comparative Agendas Project は本来包括
的な政策分析を目的としていることから，原発事故やエネルギー政策の記事分析という目
的に合わせて内容を改編した。
　第 3 に価値観フレームとは，記事内容を言及されている価値観を基準に 11 のフレーム

（効率性，社会福利，重要性，自律性，イノベーション，法と秩序，自然，自己利益，権
力，富，その他）に分類したものである。この 11 の価値観フレームについては Cheng 
et.al.（2012）に依拠している。基本的な考え方はメディア・フレームと同様で，どのよう
な言葉，文章が特定のトピックを示唆しているかを分類するものである。
　また実際の分析にあたっては，大賀，山腰，三谷がコーディング作業を行った。コー
ダー間の信頼性を検証するために，分析対象記事（515 記事）の 10％にあたる 52 記事を
ランダムに抽出し，論調，メディア・フレーム，価値観フレームの一致度をカッパー値

（kappa statistic）を用いて評価した（5）。一致度（Fleiss’ Kappa）はそれぞれ，0.86（論
調），0.658（メディア・フレーム），0.423（価値観）であり，一致度としては良好な結果
が得られた（6）。

3-2　言説分析
　上述のコーディング・ルールを用いて，論調，メディア・フレーム，価値観フレームの
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●表３　価値観フレームのコーディング・ルール
価値観 特徴

効率性
効率や効果についての価値。望ましい結果に対しての能力や成功。時
間や労力に対しての効率性。成功や結果に対しての評価。取り組みの
効果，効率性。政策評価。安全性等の設計思想。

社会福利
社会全体，人間生活全般についての価値。他者への支援や長期的にみ
た社会への恩恵。公共財への配慮。全員を平等に扱うこと，または平
等に扱うことへの動機づけ。社会的責任。社会的要請。アカウンタビ
リティ。市民への説明，説得。社会への希望。

重要性
能力や重要性についての価値。他者にとって重要なことを行う能力や
可能性。行動やイベントに対しての重要な前提。事故やリスクについ
ての言明。

自律性 自由，権利，自律性などについての価値。信念や選択を保持するため
の自由や権利の擁護。人間関係や社会関係からの自由。自由と自立。 

イノベーション
創造力や技術についての価値。創造するための力，新しいことや新し
いアイデアを発見する力。知識やテクノロジーへの貢献。好奇心。技
術革新による新たな社会像。

法と秩序
社会規範についての価値。法，規制，規則，社会規範などの遵守。訴
訟や法的責任についての言及。規範やガイドラインの策定，評価。意
思決定プロセスとその遵守。補償。

自然 自然や環境についての価値。自然との融合，環境への配慮，自然の美
しさへの賛美。自然への畏敬，恐怖。放射能，災害。

自己利益
自己に関する価値。自己目的，自己成長，自己実現のための労働。自
己の福祉や成功についての明示的な言明。自己の利益を他者の利益よ
りも優先させること。個々人の意思決定。家族の問題。

権力
支配や命令についての価値。個人やグループまたはイベント等におい
て先導する，命令する，統制する，支配するための（これらに関連す
る）能力や機会を保持すること。政策や取り組みの実施。

富 富についての価値。金銭の追求，物理的な所有，利益や財産について
の懸念や興味を明示的に述べること。経済効果。

その他 いずれにも該当しないもの。
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それぞれで記事の分類を行い，そのフレームの分布や変化を分析するのが内容分析であ
る。しかし内容分析では，大まかな分類を行い（大まかなフレームの構成を同定し）その
変化を捉えることはできても，詳細なニュアンスや意味づけの違いを文脈の異同に踏み込
んで検証することはできない。そこで本稿では，内容分析と併せて言説分析を行い，社説
記事を通してどのような言説が構成されているのかを検討する。
　言説分析については，言説に現れる認知構造・思考方法，言説の正統と逸脱，言説間の
対抗関係，特定のイデオロギーやアイデンティティとの政治的距離など，どこに強調点を
置くかによってかなりの偏差がある。ここでは言説分析の方法論上の議論に深く立ち入る
ことは避けるが（7），本稿は以下のような認識に立っている。すなわち，特定の認知構造や
価値構造に基づいた言説・表象が社会的文脈の中で顕在化している場合にそれがテクスト
に現れる，逆に言えば，テクスト分析を行うことで言説・表象に現れている特定の意味付
けやコードを明らかにすることが可能となり，社会的に顕在化している認知構造や価値構
造の組織化の論理や文脈を明らかにすることができる，というものである（8）。
　本稿では内容分析で精査したフレームに着眼し，それぞれのフレームの中にどのような
言説・表象が埋め込まれているのか，時系列の政治的・社会的事象との関連から明らかに
するというアプローチをとる。内容分析で明らかにされたフレームに着眼し，フレーム形
成においていかなる言説・表象が社会的な価値分布や政治過程と連動して形成されている
のかを明らかにするのである。言い換えれば，これは特定のフレームが現れた際に，その
フレーム形成の政治的および社会的文脈を掘り下げて分析するということを意味してい
る。本稿の検証ではとくに政治的なフレーム形成に着眼し，原発事故，エネルギー政策，
経済，環境，避難・被災など一見政治性を持たない言説がどのように政治的フレームとし
て形成されていくのかその様態と組織化のメカニズムから明らかにする。
　以上のプロセスをまとめると，まずは政府対応，事故調の動向，脱原発運動などに分け
て政治的・社会的な時系列の経過を確認する。その上で内容分析を行ってフレームの形
成・変化を明らかにし，最後に言説分析を通して各フレームにおいて顕在化している政治
言説を詳らかにする。その上で，内容分析と言説分析の比較からどのような政治的・社会
的文脈が形成されているのかを考察する。

 ４　政治的・社会的経過

　前節では内容分析と言説分析の方法論を概観した。本節では，具体的に内容分析・言説
分析に入る前に，福島原発事故をめぐる時系列の政治的・社会的経過を確認する。ここで
は原発事故以降の政府の対応，事故調の調査動向，脱原発の市民運動の動きなどを参照し
つつ，次節以降の内容分析，言説分析へとつなげていく。

4-1　政府対応
　2011 年 3 月 11 日の東日本大震災・福島原発事故以降，民主党政権は原子力規制行政の
見直し作業に着手する。また 5 月以降は他の原発の再稼働の延期や稼働停止を要請し，
2011 年 12 月までに原発稼働率は 15％まで低下する。また 7 月の記者会見では「脱原発依
存」を宣言した。その後の野田政権では夏の電力不足を前に，2012 年 3 月に関西電力大
飯原発 3 号機の再稼働を表明し，7 月には再稼働が始まる。また，6 月には原子炉等規制
法などの改正法が公布される。この結果，旧原子力安全・保安院が解体され，同年 9 月，
独立行政機関として原子力規制委員会が設置される。
　2012 年 12 月の衆議院議員選挙で自民党が政権与党に返り咲き，第 2 次安倍内閣が発足
する。当初から再稼働や原発輸出などにも積極的であり，2014 年 4 月には「エネルギー
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基本計画」を閣議決定し，原発活用へと明確に方針転換していく。それに先立つ 2013 年
4 月には，原子力規制委員会の田中俊一委員長が「原子力発電所の新規制施行に向けた基
本的方針（私案）」を公表し，「事業者が施設の運転を再開しようとするまでに規制の基準
を満たしているかどうかを判断し，満たしていない場合は，運転の再開の前提条件を満た
さないものと判断する」と述べている。また同年 7 月には田中私案に従って，川内原発・
玄海原発の適合性審査を受けるために原子炉設置変更許可，工事計画認可，保安規定変更
認可等が申請された。同時に 7 月に原発の新規制基準が施行される。14 年 3 月に原子力
規制委員会は川内原発を優先審査の対象にすると発表し，7 月には九州電力川内原発の審
査書案を了承した。その後，薩摩川内市議会，鹿児島県議会が再稼働の同意決議を行い，
2015 年 8 月に川内原発の再稼働が始まる。
　このように政府対応においては，脱原発宣言から再稼働を経て原発活用への方針転換と
いうのが大きな流れである。時系列の経過としては，2011 年 7 月の脱原発依存宣言，12
年 7 月の大飯原発再稼働，12 年 12 月以降の第 2 次安倍内閣における原発活用などが大き
な意味を持っている。

4-2　事故調の動向
　2011 年 3 月の福島原発事故については複数の調査委員会が組織され，調査を行い報告
書を公表した。主要なものは東電福島原発事故調査・検証委員会（政府事故調，2012 年 7
月），東京電力福島原子力発電所事故調査委員会（国会事故調，2012 年 7 月），福島原子
力事故調査委員会（東電事故調，2012 年 6 月），福島原発事故独立検証委員会（民間事故
調，2012 年 2 月）の 4 委員会の報告書であるが，これ以外にも米国原子力発電運転協会

（INPO，2012 年 8 月），大前レポート（2011 年 12 月），米国機械学会（ASME，2012 年
6 月），カーネギー国際財団（2012 年 3 月），原子力発電所過酷事故防止検討会報告書

（2013 年 4 月），米国会計検査院（GAO，2014 年 3 月），米国科学アカデミー（NAS，
2014 年 7 月）などがある。また 2013 年 3 月には東電が改めて「福島原子力事故の総括お
よび原子力安全改革プラン」を発表している。なおこれらの調査委員会のうち，法的な調
査権限を持つものは国会事故調のみであり，他の調査委員会は正規の調査権限を持たな
い。
　4 委員会報告書のうち，東電以外の 3 報告書は東電の責任を厳しく追及するとともに，
独立した規制機関の必要性をうったえている。また国会事故調と民間事故調は今回の事故
を「人災」であると結論づけている（9）。たとえば民間事故調はヒューマンエラーという認
識の下で，東電のみならず規制当局の責任にも言及している。また，国会事故調の黒川清
委員長は日本の原子力産業を取り巻く利権構造を「規制のとりこ」と呼び，日本独特の

「マインドセット」や「安全文化」の問題点を厳しく批判している（黒川 2015: 135-137）。
このこととの関連で言えば，松本三和夫は社会構造が大多数の人間に不利益をもたらすこ
とを，天災でもなく人災でもないという意味で「構造災」と名付けている。松本によると
構造災の特徴とは，⑴先例が間違っているにも拘わらず先例を踏襲する，⑵複雑性と相互
依存性の増幅，⑶小集団の規範が公共の規範を空洞化・形骸化させる，⑷その場限りの対
症療法，⑸責任の所在を不明確にする秘密主義などが複合的に連鎖することを指摘してい
る（松本　2012: 46）。なお政府事故調の畑村洋太郎委員長は，「人災」という表現には他
の要因を軽視する危険性があるとも指摘している（10）。
　政府事故調では「事前の事故防止策・ 防災対策，事故発生後の発電所における現場対
処，発電所外における被害拡大防止策について様々な問題点が複合的に存在した」と結論
づけ（11），その上で発生確率にかかわらずしかるべき安全対策・防災対策をたてておくべ
きであるという「防災思想」の重要性を論じている（12）。別の視点からのものとしては，
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東電事故調では情報公開の必要性から広報関係の一元化と事前準備／訓練の重要性を提起
している。原子力発電所過酷事故防止検討会報告書では「安全神話」の脱却とリスクがあ
るとの前提の下での国民とのリスク・コミュニケーションの重要性を提起している（13）。
　民間事故調を除き，他の事故調の報告書公開は 2012 年 6 月，7 月に集中しており，事
故調査や原因究明のフェーズはここで完了する。また後述する脱原発の官邸前デモや大飯
原発の再稼働も時期が重なっており，政治的・社会的な経過を捉える上で大きな節目の時
期でもある。

4-3　反原発運動
　東日本大震災・福島原発事故を契機として東京・福島を中心に各地で脱原発デモが繰り
広げられる。2011 年 3 月 18 日には東電前，20 日に渋谷，27 日に銀座で大規模なデモが
行われ，27 日は名古屋でデモが行われた（いずれも数百人から千人程度の規模である）。
4 月に入ると，東京で大規模なデモが行われ，それぞれ主催者発表で芝公園で 2,500 人，
高円寺で 15,000 人のデモが行われた（以降のデモ人数の表記はすべて主催者発表である）。
6 月 11 日には新宿で 20,000 人以上が参加するデモが行われた。また同 19 日には明治公園
で 60,000 人規模のデモが行われた。　
　また 9 月 11 日には全国 39 か所とともに新宿でも大規模なデモが行われた（新宿デモ参
加者は 10,000 人）。2012 年 3 月には原発事故 1 周年の節目に福岡県郡山市（16,000 人）と
東京都内（14,000 人）でデモが行われ，国会議事堂前でも 10,000 人規模のデモが行われ
た。2012 年 7 月には「さようなら原発 10 万人集会」が代々木公園で開催され，170,000
人が参加した（警察発表は 75,000 人）。2011 年 9 月には首都圏反原発連合（反原連）が結
成され，2012 年 3 月 29 日から毎週金曜日に首相官邸前でデモを行い，6 月 29 日には
200,000 人を超えるデモとなる。12 年の 8 月 22 日には野田首相との面会を果たす。
　一連の脱原発デモは，大きく分けると 2011 年の 6 月 11 日アクション，同 9 月 11 日ア
クション，震災後 1 年目の節目である 2012 年 3 月 11 日，官邸前デモが開始され参加者が
増加し，野田首相と会見するに至る 2012 年 3 月から 8 月などが大きな流れである。次節
ではこれらの時系列を踏まえながら，内容分析の変化を捉えていく。
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●表４　事故調査委員会の概要＊

委員会名 委員長 調査方針 中間報告 調査書提出

政府
東京電力福島原
子力発電所にお
ける事故調査・
検証委員会

畑村洋太郎／東
京大学名誉教授

事故及び事故による被害の原因の究明
と被害の拡大防止及び同種事故の再発
防止等の政策提言を行う

2011.12.26 2012.7.23

国会
東京電力福島原
子力発電所事故
調査委員会

黒川清／元日本
学術会議会長

事故及び事故による被害の原因，事故
対応，原子力政策の調査検証と，それ
らを踏まえての提言を行う

なし 2012.7.5

東電 福島原子力事故
調査委員会

北澤宏一／前科
学技術振興機構
理事長

事故原因を究明し，原子力発電所の安
全性向上に寄与するため，必要な対策
を提案する

2011.12.2 2012.6.20

民間 福島原発事故独
立検証委員会

山崎雅男／東電
代表取締役副社
長（当時）

真実（truth），独立（independence），
世界（humanity）をモットーとして，
政府と東電の責任を検証する

なし 2012.2.27

＊　国立国会図書館経済産業調査室・課「福島第一原発事故と 4 つの事故調査委員会（Issue Brief）」『調査と情
報』756 号，2012 年 8 月 23 日，1 頁の表 1 を元に筆者作成。
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 ５　内容分析

　第 3 節方法論で述べたように，本節では 2011 年から 2013 年までの毎日新聞社説記事に
ついてフレームの形成と変化をコーディング作業の結果をもとに分析していく。コーディ
ング作業は論調，メディア・フレーム，価値観フレームに別れている。

5-1　論　調
　論調について時系列の推移を示したものが図１である。2011 年 3 月から 6 月にかけて，
否定的な論調が多い。4 月が 22 件と最多で，5 月が 20 件，6 月が 13 件である。5 月から
6 月にかけて否定的な論調が減少する一方で，中立的な論調が 9 件から 14 件へと増加す
る。これは，4 月に原発事故の影響の深刻な状況が論じられたこと，菅内閣の進退をめぐ
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図１　論調（2011～2013年） 
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る政局が生じたことと関連していると考えられる。つまり，危機的な状況にもかかわら
ず，そうした状況に対処する上で主導的な役割を果たすべき政府が本来の役割を果たして
いない，という否定的な評価がなされているのである。政局はその後，6 月の菅首相によ
る退陣意向の表明，9 月の野田内閣の成立などを通じて鎮静化へ向かう。それに従い，否
定的な論調は減少していった。
　2012 年以降は否定的論調が総じて顕著ではあるものの，2012 年の下半期以降には均衡
的な論調も増加していく。しかし，2013 年 6 月以降は再び否定的な論調が目立っていく。
こうした論調の変化は概ね現実政治・現実社会の推移と対応している。すなわち，政治日
程で言えば原子力規制委員会の設置に伴って徐々に否定論から均衡論への移行がみられる
一方で，安倍首相の施政方針演説における原発再稼働の示唆（2013 年 2 月），田中私案公
表（4 月），新規制基準の施行（7 月）など再稼働に向けての土台が徐々に形成されてい
く。この間，2013 年 5 月には安倍首相がトルコを訪れ原子力協定を結び，原発輸出を約
束した。ちょうどこの時期から，論調も否定的なものに転換していく。また各事故調の調
査報告書が出揃うのが 2012 年夏ごろであり，安全基準や規制行政のあり方の見直しとと
もに，将来のエネルギー政策の動向も見据えて，肯定論・否定論のバランスを取っていく
論調が登場する。またデモとの関係を見て行くと，社説論調におけるデモの影響はそれほ
ど大きくないように考えられる（官邸前デモが本格化する以前から社説論調はすでに否定
的なものが大勢を占めており，毎日新聞社説が脱原発デモを本格的に取り上げたのは 12
年 7 月 31 日が最初である）。

5-2　メディア・フレーム
　図 2はメディア・フレームの推移を示している。2011 年のメディア・フレームの特徴
は，「政治判断」に関するフレームが多い点である。4 月から 6 月，8 月，10 月，12 月と，
それぞれの月で最多のフレームとなっている。福島原発事故への対処をめぐる政治的な決
断が求められている点，それにもかかわらず政治が安定しない点がこの問題に関する議論
を活性化させたと考えることができる。また，全体的な社説の本数が 9 月以降減少する
が，その主要因が政治的争点であり，具体的には菅政権から野田政権への移行によるもの
である点が分かる。
　一方，3 月は「情報公開」が最多である。これは，事故そのものに関する詳細な情報を
政府や東京電力に求めていたことと関連する。5 月と 7 月には「メディア報道」に関する
フレームが増加する。これは，浜岡原発停止や首相による脱原発宣言など，原子力・エネ
ルギー政策をめぐる議論が活性化し，各社の論調を参照することの関心が高まったことと
関連している。また，このころから各社の論調が分かれ始めていることも指し示してい
る。
　また継続的な傾向ではないが，「避難・復興」のフレームが 4 月と 12 月に活性化してい
る。4 月は避難生活や復興が本格化し始めたこと，12 月は冷温停止が宣言されたにもかか
わらず，事態の収束に至っていないこと，また，2011 年を締めくくるうえで，避難者の
生活再建にはほど遠いことが批判的に語られたことが影響している。
　2012 年上半期は政府の説明責任を問題視する「情報公開」，同下半期は原発の是非をめ
ぐる「政治判断」についてのフレームがきわめて多く，他の要因の影響は限定的である

（エネルギーや避難・復興のフレームも少なくはないが限定的である）。それが 2013 年に
なると「エネルギー」・「環境保護」・「安全保障」・「テクノロジー」などにイシューが拡散
する傾向が窺われる。これは規制委員会の設置，事故調報告書の公表，反原発デモの激化
など 2012 年には原発の存廃が政治問題化していたのに対して，2013 年にはそうした議論
が沈静化し，個別の論点に議論が拡散していく。下図からは，このように 2012 年には政
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図２　メディア・フレーム（2011～2013）
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治争点化していた原発問題が，徐々にエネルギー，環境，安全保障，テクノロジーなどの
個別政策の問題へと拡散していく様相が窺われる。
　また，震災後，「原発」・「エネルギー」などのテーマに関わって活動を展開した市民団
体に対しての調査（回答団体は 326 団体）によると，6 割を超える団体が「原発事故につ
いての情報提供」・「被災者・避難者支援」に取り組んでおり，5 割以上の団体が「原発建
設反対・削減・廃止」の活動を行っているという（町村ほか 2015：5）。この調査結果は，
震災復興の支援団体において政治判断と情報公開に関わる要請がきわめて強いことを示し
ており，上述のメディア・フレームの変化と類似している。

5-3　価値観フレーム
　最後に価値観フレームの推移を示したものが図 3である。大まかな傾向としては，
2011 年は「効率性」，2012 年は「重要性」，2013 年は「社会福利」が多い。「効率性」と
は取り組みに対しての効果や評価，「重要性」は能力や行動についての価値判断を含んで
おり，「社会福利」は社会全体の価値や恩恵を意味している。このことは，11 年は危機後
の対応のため取り組みの効果や効率に関心が向き，12 年は原発存廃をめぐって何が重要
であるかの価値判断をめぐって議論が繰り広げられ，さらに 13 年以降は社会問題全体に
ついての解決や恩恵について多くの言説が生み出されたことを意味している。
　2011 年に「効率性」のフレームが多いのは，復興支援に向けた提案や原発事故の収束
をめぐる政策，さらには政局といった争点に関する評価に関わっている。換言すると，早
急に解決・対処が必要な課題が多数存在していたことが分かる。次いで，「社会福利」の
フレームが多い。これは被災者に対する支援に関する評価に関連している。また限定的な
傾向ではあるが，4 月の「自然」は，放射能汚染や津波被害の深刻さの評価と，7 月の

「法と秩序」は電力業界に不祥事とそれぞれ関連している。
　2012 年の価値観フレームは全体として「重要性」が大勢を占めている。これはメディ
ア・フレームで考察したように，同年においては原発の是非をめぐって事故対応が政治争
点化しているので，同様に「重要性」を提起するような論調が顕著であったということを
意味している。また「重要性」ほどではないものの，「社会福利」や「権力」についての
フレームも一定程度の分布を示しており，避難・復興についての社会問題の解決やそれに
伴う政府の決断・指導力の発揮の議論があったことを意味している。
　2013 年以降になると「社会福利」の価値観フレームが増え，「重要性」の比重は落ちて
いく。このことは原発問題の政治争点化から，被災地復興を含めた具体的な社会問題の解
決，福利生活水準への向上へと論点が移行してきたことを意味している（但し，政治争点
としての原発という視座は完全に後退したわけではなく，「重要性」が一定の割合で推移
しているのは，再稼働方針や新規制基準を受けて，原発の存廃を焦点とする論調が一定程
度維持されたためである）。なお，「法と秩序」が増加していくのは東電への責任や賠償を
論じる議論，「権力」が一定の割合を維持しているのは問題解決における政府・政治の指
導力の発揮を期待した議論が同時に増加したためである。
　以上の内容分析からそれぞれの分類ごとにフレームの形成と変化を俯瞰した。それを示
したものが表 5である。論調では当初，否定から中立へと向かう傾向が窺われ，2012 年
には均衡的な観点が増加するものの，2013 年には再び否定的な傾向が強まっていく。メ
ディア・フレームでは，危機後の対応にあたった 2011 年は「政治判断」が多く，2012 年
はこの動向に「情報公開」が加わる。それが 2013 年になると，イシューごとに拡散して
いく傾向がある。価値観フレームでは時期ごとにより明示的な傾向が窺われる。原発事故
が起きた 2011 年は「効率性」が，原発の存廃や再稼働問題が国論を二分した 2012 年は

「重要性」が，自民党政権になり原発活用への政策転換が徐々にはかられてきた 2013 年は
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図３　価値観フレーム（2011～2013）
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「社会福利」が大きな比重を占めるようになる。またより精緻に見れば，時間の経過とと
もに他の価値フレーム（「法と秩序」，「権力」など）も増加し，問題関心の幅が増加する
様が窺われる。
　このように，論調，メディア・フレーム，価値観フレームの内容分析を通じて，事故直
後は強い危機意識のもと，情報公開や避難・復興のための諸課題が語られるとともに，そ
うした危機や課題に対処できない政治に対する批判的な言及が強くなっているという傾向
が分かる。他方で，2012 年において政治争点化していた原発問題が 2013 年以降は徐々に
フレームが拡散し，個別の政策課題についての言及が増加していく―但し，否定的な論調
は維持される―という傾向が窺われる。次節では言説分析を通じて，この内容分析の流れ
をさらに掘り下げて考察していく。

 ６　言説分析

　本節では，前節の内容分析で考察したフレームの形成と変化を意識しつつ，2011 年か
ら 2013 年の社説記事の言説を概観・分析する。内容分析との関連で言えば，とくに 2012
年以降の原発報道は事故後の対応が一通り終息したこともあって，焦点が事故対応からエ
ネルギー政策や復興支援，経済政策を含んだより広義の政策課題としての様相を帯び，そ
の過程で（単なる事故の報道という位相から）政治問題化が顕著に進行する。
　大別すると 7 つの政治言説が形成されていたと考えることができる。以下，概要を示
し，その上で詳細を考察する。第 1 は原発事故そのものを「危機」として表象する言説で
ある。この言説はやがて国家の「危機管理」を重視する言説へと展開していく。第 2 は東
電・電力業界に対する批判であり，原子力ムラと呼ばれる構造・構図自体を批判する言説
である（「原子力ムラの構造」）。第 3 は「政治の位相」である。これは指導力の発揮や説
明責任など，問題解決における政治の役割を強調する言説であり，政府が指導力を発揮し
て問題解決に当たるべきという論理である。第 4 は「法の間隙」であり，被災・復興支援
における法制度の欠陥を批判する言説である。第 5 は「原発と民意」である。この言説は
原発の存廃をめぐっては一部の業界団体の利害に左右されることなく，国民の声を政治に
反映させなければならないという議論であり，原発事故を「民主主義」の位相で捉えてい
ると言える。第 6 は「脱原発依存」である。原発依存から脱原発依存への転換を求め（後
退は許されない），代替エネルギーを提唱するという言説である。第 7 は「安全性と経済
性」である。安全性と経済性を結びつけて論じる議論であり，安全性なくして経済性だけ
を偏重する論調に警鐘を鳴らしている。
　このうち中心的な役割を担っているのが第 3 の言説―政治の位相―である。なぜなら
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●表５　各フレームの推移
2011 2012 2013

論調 否定から中立 否定と均衡 均衡から否定

メディア・フレーム 政治的判断
政治的判断
情報開示
エネルギー
避難・復興

エネルギー
環境保護
安全保障
テクノロジー

価値観フレーム 効率性
社会福利

重要性
社会福利
権力

社会福利
重要性
法と秩序
権力
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ば，第 1 の言説「危機」や第 2 の言説「原子力ムラの構造」は結果として，「危機」に対
処する国家の責任やかかる「構造」を容認してきた国家の責任という形で政治的位相に還
元されうる議論である。また第 4 の言説「法の間隙」とは政府に対してのスピード感のあ
る問題解決を促すものであり，これも政治の位相と結びついた言説であると言える。第
5・第 6・第 7 の言説（民意・脱原発依存・安全性と経済性）はそれぞれ重複する部分も
多いが，根底にあるのは，政府が政治的指導力を発揮できないため「民意」に基づいて

「脱原発依存」の道筋を示さなければならない―安全神話が崩れたということは「安価神
話」（経済性）のロジックも崩れたことを意味するのだから，原発依存に回帰することは
許されない―という論理である。言い換えれば，「危機」・「原子力ムラの構造」・「法の間
隙」などが現状の政策や状況の問題点を指摘し，それに対処するため政府に政治的指導力
を求める言説であるのに対して，「民意」・「脱原発依存」・「安全性と経済性」は指導力を
発揮できない政府に対して，民意に基づいた脱原発政策を要求する言説である。以下，詳
細を述べる。

6-1　「危機」としての原発事故
　原発事故をめぐる毎日新聞社説の特徴として，この出来事を「危機」として表象する意
味づけがまずは挙げられる。事故後，しばらくは「非常に深刻な事態」（2011/3/13）・「非
常に困難な状況」（3/15）と表現されていたが，「これまで日本が経験したことのない危
機」（3/16）と表現されるようになり，さらに「国の存亡にかかわる重大局面」（3/20）と
いう表現が用いられた。今回の大震災と原発事故の「危機」の深刻度が高いと認識されて
いたことがわかる。
　原発事故の破局的な「危機」は回避されたとはいえ，その後も「危機はのど元も過ぎて
はいない」（8/1）と依然として「危機」の状況が持続していると認識されている。留意す
べきは，この「危機」という言葉は次第に原発事故（あるいは震災）以外のあらゆる状況
を指し示すようになったことである。例えば「雇用危機」（4/6）・「電力危機」（9/2）や国
際社会への信頼の低下や外交的空白といった「危機」（例えば 4/7）である。また，それ
以上に，政治の「危機」や「混乱」（3/30）が強調されていることも大きな特徴である。
　このことは，原発事故や震災といった 3.11 に起因する「危機」と，日本社会が抱えて
いるさまざまな問題とが結びついて語られるようになったということを意味している。例
えば「地震・津波・原発事故」と「エネルギー戦略」・「円高・デフレの克服」・「社会保障
や税制・財政の抜本改革」・「国際的な発言力低下の歯止め」が「過酷な試練」として結び
つけられ，「いずれも日本の生存がかかっている課題」とされている（9/3）。
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図４　社説言説の推移
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　「これまでとは異なる新しい方向や手法を社会全体が模索し，実現を図る時に来ている」
（3/31）と論じているように，これらの危機を乗り越えることで，日本社会が大きく変化
するとの期待が語られている。「今は「敗戦後」に匹敵する「震災後」というべき時代の
節目かもしれない」（4/10）と語り，「戦後」とは異なる次の時代に入ったとの認識が示さ
れている。例えば，社会のあり方や価値観の変化に対する期待が語られ（4/16，5/5），こ
うした新たな社会の変革を実現するうえで，「政治」の役割が期待されている（4/10）。ま
た 1945 年の敗戦後に「広範な改革が行われ人々の価値観も一変した」（8/14）ことが引き
合いに出されている。
　2012 年以降は危機から危機管理へと焦点の移動がみられる。危機管理の問題は「国の
根幹にかかわる」とした上で，政府事故調が「具体的検証は先送りしている」ことを問題
視し，危機管理における政府のリーダーシップの欠如を批判している（2012/3/1）。より
興味深いのは「危機の連鎖」（3/12）という問題意識である。原発事故は国境を越えて被
害を拡散させることから，被害を一国内に留めておくことは難しい。したがって，「事故
の実態を世界に説明し，再び大事故を起こさないため努力すること」（同上）が重要であ
るという。また，危機的状況に対する政府や東京電力の「当事者能力の欠如」も繰り返し
批判されている（5/29，7/6）。
　こうした危機管理の議論が総括的な「危機」の問題として再表象されるのが 2012 年 12
月の総選挙前（11/17），および選挙後（12/18）である。その後は再び危機管理の議論へ
と収斂していく。「危機における民主主義のリーダーシップ」，「危機においては，スピー
ド感のある力強い政治のリーダーシップが欠かせない」（2013/3/12）といった言説も登場
する。また 2013 年 7 月の参議院議員選挙では危機と民主主義ということが重ねて論じら
れるようになっており，低投票率は「民主主義の衰亡につながる危機」（7/4）であるとし
ている。さらに 2012 年 9 月には「汚染水問題」を国家の危機と再び位置付け「ここで首
相が覚悟をもって説明責任を果たさなければ，どんな対策を打ち出そうと，信頼は得られ
ないだろう」（2012/9/4）と政治のリーダーシップを期待している。同時に，危機感の欠
如を問題視し（2013/10/16），「原発事故被災地の復旧・復興が遅れている現状への強い危
機感」（11/9）を求めている。

6-2　原子力ムラの構造
　福島原発事故において，政府と並んで強い批判の対象となったのが東京電力および電力
業界─すなわち，原子力ムラの構造─である。こうした批判は大別すると，東電・電力業
界そのものを批判の対象としたものと，それに付随して現れる政府の責任を問う論調から
構成される。
　東京電力の経営責任や原発事業のあり方が「厳しく問われている」，あるいは「東電は
…重く受け止めるべきだ」（2011/6/29）といった表現に見られるように，東京電力は「加
害者」（9/24）として位置づけられ，厳しい責任追及の対象とされた。この期間の毎日新
聞は，東京電力の社内文化の問題点を指摘し，事故後もその体質に変化が見られないこと
を批判している。原発事業は専門性が高いため，閉鎖的・排他的になりがちな分野であ
り，情報公開と社会からのチェックが必要であるにもかかわらず，東電にそのような文化
が根づいてこなかったと批判している。そのうえで，「今度こそ，社内論理優先の社風を
改め，安全管理を徹底する社内システムの構築を求める」と論じている（6/29）。その一
方で，7 月に発覚した九州電力が原発再稼働を支持する民意を偽装した事件に対する批判
に見られるように，東京電力の体質は電力業界全体に共有されているという議論が展開さ
れた（7/8）。社説では，10 月ごろから電力業界や原子力ムラの「構図」や「構造」といっ
た表現が用いられ，それらを「見直す時である」あるいは「脱却すべきだ」と論じられて
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いる。
　こうした言説は 2012 年以降も継続していく。賠償交渉における「東京電力の消極的な
姿勢」を批判し（2012/2/25），再建には「「独占企業」体質の抜本的な改革」を求めてい
る（3/30）。さらに東電事故調の報告書公表に際しては，「自己弁護でしかない」（6/22）
ときわめて厳しい評価を下している。毎日新聞の言説は，原発事故を引き起こした諸要因
を過去から持続する東電，電力業界，原子力ムラの体質や構造に求めるようになる。そこ
には原発を推進ないし容認してきたメディアの責任という視点は見られない（2011/4/13）。
事故後、毎日新聞は 4 月 10 日や 15 日の社説で「脱原発依存」の主張を掲げるが，これま
での自社の主張に関する検証や自己反省はこの期間では見られない。
　他方で，2012 年の後半ごろからこうした東電・電力業界批判に政府の責任を問題視す
る論調が付加されていく。すなわち，事故を起こしたのは東電であるが，「その原発に安
全のお墨付きを与えていた国にも責任はある」という論調である（2012/11/11）。また再
稼働計画について，「計画は東電と国が二人三脚で作ったものだ」としつつ，「なし崩し的
に原発依存を強めようとするのでは国民の理解は得られまい」と批判している

（2013/12/29）。言い換えれば，東電・業界批判から原子力ムラに代表されるような構造的
な問題を指摘し，その上で専門性が高く，閉鎖的・排他的になりがちな業界構造を温存
し，容認してきた国の姿勢を問題視しているのである。

6-3　政治の位相―「政治」のリーダーシップ，「合意」の政治
　第 3 に福島原発事故を政治の問題として，すなわち政治的リーダーシップや「合意」の
政治に向けての契機と捉える言説もある。この種のフレームは多岐にわたり，以下のよう
な複数の論点に分かれている。
　まず指導力の発揮という論点がある。この論点は，事故の責任が東電にあるとしたうえ
で，「経営改革」（2012/6/28，2013/11/9）・「国有化」（2011/11/8，2012/2/14，3/9，2013/ 
9/28）・「経営体質の刷新」（2012/4/20）といった議論から，「法制度」（2012/1/1）や「縦
割り行政」（2012/2/10，2/20）などの問題に引き付けて国の関与を問うものである。前述
6-2「原子力ムラの構造」との差異としては，単に事故の監督責任を問うのではなく，経
営改善や経営体質の刷新も含め，政府が指導力を発揮することを期待しているのである。
しかしながら，そのような指導力を十全に発揮できない政治のあり方が社説において強く
批判されている。毎日社説は「危機」を乗り越え，日本の再生・復興を実現する上で「与
野党が一致協力する「日本再生内閣」」の樹立，「「オールジャパン」体制」の構築の必要
性を繰り返し主張してきた（2011/4/10）。このように当初は国難に協力して立ち向かう政
治の姿を期待したが，その期待が裏切られた結果，政治に対する批判が強まることとなっ
た。こうした批判は，「菅おろし」の政局が展開する中で繰り返され，2011 年 6 月上旬の
内閣不信任案提出と菅首相の辞任意向表明を経てより一層強くなった。
　この時期の政局は「無用の混乱」・「機能不全」・「行きづまる政治」と表現されている。
菅内閣は「統治能力の欠如」を露呈させ「迷走」し，さらには「政権担当能力を発揮」で
きない「末期症状」を示していると評価されている。このように菅首相は指導力を発揮で
きないばかりか政治の混乱ないし「危機」を引き起こしている主体として表象されてい
る。毎日社説は政局を収束させるために，「合意」を強調する。「合意形成」・「歩み寄り」・

「与野党協調」といった表現である。2011 年 9 月に発足した野田政権は当初，強いリー
ダーシップを発揮してこうした「合意」を担う主体として期待された（10/6）。しかし，

「発信に乏しいスタイル」が次第に批判されるようになった（11/8）。
　こうした論調は 2012 年以降も変わらない。「政府はこの構造的な問題解決に責任を持っ
て取り組むべきだ」（2012/2/14），「道筋を示すのは政治だ」（8/24）といった言葉で政府
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のリーダーシップを求めている。このように概括的に政府の指導力不足を批判する論調は
非常に多い。この指導力の論点を具体的な事象で掘り下げているのが以下に続く，エネル
ギー政策，説明責任，事故の原因究明，国際社会の中での日本の役割などの論点である。
　エネルギー政策については，地球温暖化対策やエネルギー政策全般で政治主導を強調し
ている。エネルギー政策は「国の責任」（2011/7/15，7/28，2012/5/17，8/22，10/11，
2013/7/6）であるから，「政治主導」（2011/8/5，8/27，8/28，2012/3/3，8/18，11/17，
12/17）・「決める政治」（2013/1/31，10/21）が求められている等，政府の責任や覚悟を問
題視するものである。一方で政府に指導力を求め，菅首相の「脱原発」表明に対しては肯
定的な評価を下している（2011/6/25，7/14）。他方で，政府は「減原発」を方針として打
ち出してはいるもののそのための「ビジョンも手続きも」見えないと具体性のなさを批判
している（2012/3/7）。また 2012 年 7 月の関西電力大飯原発をきっかけに野田内閣が進め
た原発再稼働については，エネルギー政策が「かつての状況に後戻りする懸念」が脱政
党・脱組織型の大規模な市民行動に現れているという（7/31）。また 12 年 12 月の総選挙
で自民党が政権に返り咲き，民主党の脱原発方針の見直しを表明した以降は「脱原発」政
策からの撤退に警鐘を鳴らし続け，「使用済み核燃料の処理問題などを放置したまま『脱
原発依存』路線を変更」することは無責任であると強調している（12/27）。その上で，安
倍内閣が「エネルギー基本計画」を発表した 2013 年 4 月には，「責任あるエネルギー政
策」（2013/4/11）を改めて論じるべきであるとしている。
　また説明責任を求める論点もある。事故についての国民向けの説明責任（2011/8/23）
と国際社会に向けた説明責任（2011/4/7）を分け，いずれの説明責任についても政府は指
導力を発揮すべきであるという議論が目立っている。また再稼働についてはきちんとした
リスク評価を行い，再稼働の必要性やその道筋を政府が示すべきであるとしている

（2012/3/7）。さらに「首相自らが国内外に向けて現状と対策を説明すべき」（2013/9/4）
と述べている。この論点は，政府は国民の声を反映し脱原発を進めなければならない，当
事者意識と危機管理を重視して原発ゼロ政策を進めなければならないなど，単に説明を求
めるのではなく，その結果としての具体的な政策を求めているのである。
　また，徹底的な調査および原因究明の論点では，自己弁護ではなく，事故調の具体的な
検証を求めている。また，事故の原因究明については政府の積極的な協力（2011/6/8）を
強調している。にも拘らず，政府事故調は「具体的検証は先送り」している（2012/3/1）
と批判し，東電事故調に至っては「自己弁護でしかない」（6/22）とその姿勢を厳しく批
判している。さらに事故調の報告書が出揃った後も，「原因究明は終わらない」（7/24）と
いう論調を維持している。
　国際的な役割の論点では，原発事故は人類の危機であり，日本の新たな役割が期待され
ている―日本の存在感をアピールし，未曽有の危機に国際協調を推し進めなければならな
い―という論調が目立つ。上述のように「説明責任」のなかに国際社会に対してのそれも
含まれているので，この点についても議論が蓄積されている。まず，世界への発信の少な
さを問題視し（2011/4/7），「国際的に開かれた事故調」（4/30）を強調し，その上で情報
の公開と国際社会との共有を求めている（5/26）。また，福島原発事故は「国際的な観点
からも損失であり，許されない」（2013/2/9）という立場を維持し，さらに安倍政権が打
ち出した原発輸出に対しての批判的論調も展開されている（5/2，6/12）。逆に，「原発に
頼らない温暖化対策」（11/16）を国際社会に向けて主張すべきとしている。
　これらの論点が，政治的リーダーシップや「合意」の政治と関連づけて論じられていく
が，東電の経営体質批判などの議論は徐々に後退し，寧ろそこにおける政府の覚悟や決断
を求める論調が増えていく。また，「政治の位相」についての論調では，「覚悟」という言
葉が総じて目立っている。「政権の覚悟」（2012/9/20，10/3，2013/3/19）・「脱原発への覚
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悟」（2012/9/20）・「改革への覚悟」（2013/6/3）などがこれにあたる。この時期の毎日新
聞の社説では，数多くの具体的課題が列挙され，一連の課題に取り組む政治の指導力への
期待が示されている。例えばそれは，「国」・「政府」・「首相」・「民主党」・「与野党」など
を主語とし，「～すべきである」（25 件），「～しなければならない」（48 件）「～する必要
がある」（68 件）を述語とするテクスト構造上の特徴として現れている。

6-4　法の間隙
　次に，必ずしも大きな傾向ではないが「法の間隙」という言説がある。要するに，法制
度が対応できていない，制度不全を問題視する議論である。これには，「避難生活」

（2011/3/23）や「賠償」（2011/5/12）・「被災者支援」（2011/3/30）・「被災者支援法」
（2013/10/16）などの議論が含まれる。「避難生活」や「賠償」は全期間を通じて言及がみ
られるが，「被災者支援」は 2011 年に言及が集中しており，全般的に時間経過とともに言
及は減少していくのも特徴的である。論点としては，東電の賠償に対しての消極的な姿勢
を批判しつつ（2012/2/25），原子力損害賠償法の見直し（10/11）や被災者支援法の問題
点（2013/2/1）についての議論である。「教育，医療，介護，雇用の確保などさまざまな
分野でタテ割りにならぬよう，一体支援を展開する体制が必要だ。移転先の住民と融和し
つつ生活をともにするには被災地，移転先両自治体の連携も欠かせない」（2011/4/4）と
いった避難生活の初期における行政の連携を促す議論がある。「政府は避難が相当長期化
する場合も念頭に置き，住宅確保をはじめとする生活の維持と共同体の存続に取り組む責
任がある」（同上）からである。また，被災者支援における国の積極的な支援を求めるも
のもある。

国策として原発を推進し，立地や建設費調達が円滑に進むよう支援してきた政府が，責任逃れを続
けることは許されない。国費投入は避けられない選択といえる。国民の税金である国費を投入する
以上，同じ過ちを繰り返すことがあってはならない。政府は原発政策の誤りを認め，見直す必要が
ある。原子力損害賠償法は原発を運営する電力会社に無限責任を負わせている。しかし，業界最大
手の東電でさえ，その負担に耐えられなかった。今の仕組みは，現実性のないことがはっきりした。

（2013/11/9）

原発政策を国策として推進してきた以上，被災者支援は国が積極的に行うべきであるとい
う議論である。現行の原子力損害賠償法は電力会社に責任を負わせているが，これがそも
そも現実的ではないという点が批判されている。このように現行法制度の欠陥を指摘しつ
つ，被災者支援のための枠組み作りが提言されている。

6-5　原発と民意
　次に「原発と民意」の言説をみていこう。この言説は意思決定に関わる議論，国民の意
見の反映に関わる議論，民意との関係で説明責任を問う議論から構成される。
　第 1 には原子力政策についての意思決定に関する論調がある。これは「脱原発か原発依
存か」という二項対立を提示したうえで前者を唱道しつつ，後者については必要な手続
き，説明がなされておらず，意思決定のプロセスが不明瞭であることを論難する議論であ
る。まず「東電への徹底した責任追及」（2011/5/12）を国民の理解を得るための条件と捉
え，財源の透明化（4/12）や食の安全（10/25）についても警鐘を鳴らしている。またこ
れに関連して，再稼働に際して「国民に納得してくれというのは到底無理な相談…再稼働
に必要な条件は整っていない」（2012/4/15），「報告書の指摘事項の再検討なしに，再稼働
が認められることがあってはならないはずだ」（7/6）として再稼働に対しての警戒感を強
めている。また賠償の問題に関連し，「再稼働への国民の理解は得られない」（10/11），防
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災体制に関連して「再稼働の議論などあり得まい」（2013/4/11）と述べている。
　第 2 に国民の意見の反映を強調する論調がある。これは様々なバリエーションがありう
るが，「民主主義力」（2013/3/12）・「国民の意見」（2012/7/18，7/24，8/24，2013/11/4，
11/16）・「消費者本位」（2012/6/28，2013/5/19）・「利用者の利益」（2013/4/3）・「住民を
守れ」（2013/4/11）などの言説を通じて，原発政策に国民の意見を反映させること（かつ
脱原発政策を推進すること）を論じる流れである。民意の表象にも特徴がみられる。この
時期の毎日新聞では，「国民」・「世論」は原発事故や原子力政策をめぐる東電や政府の方
針に対して「不信感」を抱き，「厳しい視線」を投げかける主体として表象されている。
加えて「民意」は「不安」を抱く主体として描かれている。例えば，「消費者の不安」・

「住民の不安」といった表現である。いずれも放射能汚染の文脈で語られる表現であるが，
前者は 2011 年のみ，後者は全期間を通して見られる特徴である。
　他方で，2011 年には原子力をめぐる政治過程における「民意」の役割はそれほど重視
されていない。原発をめぐる「国民的な議論」を深める必要があるという指摘がある一方
で（例えば 2011/6/8，6/29，8/2），脱原発運動に関する記述は社説では見られない。こ
の時期にはすでに，脱原発のデモや集会が開催されているが，「民意」は脱原発運動の主
体としては位置づけられていないことが分かる。毎日社説では「民意」という言葉はもっ
ぱら選挙（2013/7/23）や世論（2012/8/24）との関連で語られており，市民運動や住民運
動はむしろ「脱原発依存」との関連で重要な意思表示として論じられている（これについ
ては次項で詳述する）。
　また，社会全体が一致団結して協力する，すなわち「政治」でも見られた「合意」の論
理が社会全体を対象として展開されている。例えば最も危機意識が見られた 2011 年 3 月
16 日の社説では「私たちは，前例のない災害に見舞われ，困難に立ち向かわなければな
らない」（2011/3/16）と主張されている。破局的な状況が回避されたと見なされた後も，
被災者に対する「国民」の協力の必要性が指摘されている（5/10）。また 8 月 14 日社説で
は，被災者が「ふるさと」を取り戻すために社会が団結する必要性が強調されている

（8/14）。
　第 3 は，民意との関係で説明責任を問う論調で，「透明性」という点が強調されている。
この透明性の議論は枚挙に暇ないが，全期間を通じて主張されている。また報道の中立性
という点で「権力の監視」という論点もある（2013/12/21）。これらの「原発と民意」と
いう論点は，上述の「政治の位相」から派生して生まれた論点で，とりわけ政治の位相を
具体化したイシューとして「原発と民意」を位置付けるという性質を持っている。また，
民意との関係で言えば，再稼働（2011/6/19）と汚染の状況や健康被害（12/24）の説明責
任を求める論調が強い。こうした論調は 2012 年以降も継続していく。再稼働問題では

「「今，原発を再稼働しないと社会にどういうリスクがあるのか」を，政府が示すことだ。
それをしないままに，再稼働を急ごうとすれば国民の信頼を失い続けることになる」

（2012/3/25）と，政府から国民への説明責任を求めているし，汚染や健康被害の問題で
は，被災自治体の首長たちが行ってきた「何度でも説明をして説得を試みる」かたちでの
合意形成を高く評価し，「被災自治体のリーダーが示してきた忍耐強い合意形成力は，日
本の民主主義の健全さの規範となるに違いない」と述べている。この種の民主主義のあり
方を「「顔の見える」政治」「丁寧なリーダーシップ」と評価している（2013/3/12）。

6-6　脱原発依存
　「政治の位相」から派生して生まれた論点に原子力政策についての政治選択，「脱原発依
存」の問題という論点がある。これは大別すると 2 つあり，第 1 は脱原発の意思表示を強
調する言説である。第 2 はエネルギー転換を唱えるもので，エネルギー政策の転換や他の
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代替エネルギーの提唱を論じている。両者の議論は密接に結びついており，後者によって
前者を根拠づける，後者の結論としての前者といったような構造が窺われる。
　第 1 に意思表示を強調する言説では，市民運動に関わる議論と住民運動に関わる議論が
ある。これらの言説は 2012 年以降，原発の存廃が争点化されるに従って増加していく。
市民運動については，「脱政党，脱組織型の大規模な市民行動はとても重要な意思表示だ」

（2012/7/31）と高く評価し，それ自体を重要な意思表示として論じている。また住民投票
については，それ自体法的な拘束力はないものの，「原発を抱える地域の住民投票は有力
な指標となる」（8/17）ことから，政府は国民の声に真摯に耳を傾けなければならないと
いう主張であり，上述の「「顔の見える」政治」「丁寧なリーダーシップ」と同様の主張と
考えることができる。「幅広い国民の意見を聞かず，審議会のみに議論を委ねる方式の欠
陥を露呈したともいえる。国民の声を真摯に聴く姿勢がなければ，政策への信頼は得られ
ない」（2013/12/10）というわけである。
　第 2 にエネルギー転換の言説では明確な二項対立が作られている。「脱原発」（2011/7/14，
2012/6/13）・「 脱 原 発 依 存 」（2011/9/14，2012/1/10，1/14，1/25，5/6，5/30，6/26）・

「 脱 原 発 社 会 」（2012/4/25，5/19）・「 原 発 ゼ ロ 社 会 」（2012/5/6）・「 原 発 淘 汰 社 会 」
（2013/7/18）・「原発廃炉時代」（2013/5/17）などの言説が並び，また「原発頼みの温暖化
対策の危うさ」（2013/11/16）や「消費者本位」（2012/6/28）など脱原発を温暖化対策や
消費者の立場から捉えなおすなどの視角も窺われる。こうした一群の言説は，「原発安全
神話」（2012/3/9，3/11，2013/11/9）・「原発依存度」（2011/9/13，2012/3/9）・「原発危険
度」（2012/7/28）などといった言説と対になっており，この二項対立の意味は，「安全神
話」や原発に依存していた過去にはもう戻れないということである。それが「震災前には
戻れない」（2012/12/19），「震災前の原発依存社会に戻りたいと思う人はいないだろう」

（2012/12/19），「議論を白紙に戻すな」（2012/12/28），「電力制度改革　後戻りは許されな
い」（2013/1/28），「「原発ゼロ」からの後退は認められない」（2013/3/11）といった言説
に現れている。
　多少この間の政治的な文脈を補足しておくと，2011 年 7 月 13 日の記者会見で菅首相

（当時）が「脱原発」を表明した。具体策や実効性に欠け，また「菅おろし」で退陣を迫
られていた時期であったため単なる支持回復を狙ったパフォーマンスではないかとの批判
もあったが，毎日社説は基本路線としてはこれを評価した（2011/7/14，7/17）。その後，
9 月に野田内閣が発足し，脱原発路線からやや後退を見せ（電力不足等の懸念から再稼働
を示唆），さらに 2012 年 12 月の政権交代で成立した安倍内閣にいたっては脱原発論を明
確に修正すると表明したことから（「原発ゼロ方針」の見直し），社説の論調もとくに
2012 年後半以降否定的なものとなっていく。

6-7　安全性と経済性
　最後に「安全性と経済性」という言説がある。これも安全基準，代替エネルギー，国民
生活のリスク，経済コストなど複数の論点に分かれている。第 1 は安全基準に関するもの
であり，前述の脱原発依存の言説とも重複するが，「安全基準」（2011/6/19）・「安全優先」

（7/10）・「安全神話」（7/1）などの論点が含まれる。これらの論点には多層的な構造があ
る。まず，2011 年から 2012 年の半ばまでは安全基準の策定を強調しており，安全基準の
策定なくして再稼働はありえないという立場である（6/19）。加えて，安全基準と規制体
制の構築が総じて強調され（2012/2/20，4/5），安全基準の策定なくして「再稼働か，電
力使用制限か」（すなわち原発存置か廃止か）を迫るのは不当であるという論点がここに
加わる（5/12）。また 2012 年後半以降はリスク評価を行い，優先順位をつけて廃炉にして
いくべきだと主張する。「リスクの高いものから廃炉」（10/26），「優先順位をつけて廃炉」
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（11/23）などがこれにあたる。「再稼働を認めるとしても，規制委の判断だけに頼ってし
まえば，脱原発の流れに疑問符がつく」（12/7）という主張からも分かる通り，独自の基
準作りを企図している。さらにここで言う安全基準とは国が定める最低限の基準であり，
事業者はそれ以上に安全性を向上させる義務を負う。すなわち，安全基準とは原則として

「最低限」の基準（2013/2/1，7/8）であり，電力会社・電力事業者にはそれを超えて安全
性を高めるような努力が求められるとしている。それこそが「原発を安全性というふるい
にかけて，適合できない場合は退場してもらう時代の幕開けを告げるものでもある」

（6/20）という。
　第 2 は代替エネルギーの論点である。「低エネ社会」（2011/4/16）・「太陽光，風力など
の再生可能エネルギー」（2011/6/25，2012/3/9）・「地熱発電」（2012/4/13）・「再生エネル
ギー」（2012/7/26，2013/8/27，10/22，12/10）・「エネルギー大展開」（2012/8/8，8/14，
8/17，8/22）・「天然ガス」（2012/8/14）・「シェールガス」（2013/5/21）などがこれにあた
る。他方で，代替エネルギーは原子力に比べてコストがかかることから，「国民合意の形
成に全力を挙げる熱意と覚悟を示すべきだ」（2011/5/27），「需要者である国民の理解を得
る必要がある」（2012/3/9），「有権者の判断に資する明確な方針を示すことが求められる」

（8/11）など国民の理解を要件としている。またコストを抑えるための努力として，「競争
原理の導入により，電力会社の合理化努力を促す必要がある。そのためには，電力小売り
の全面自由化は欠かせない」（8/9）などの論点を挙げている。
　第 3 は国民生活のリスクに関するものであり，「テロ」・「津波」・「食料の安全」・「復
興」・「汚染水」・「健康被害」などの具体的な論点が挙げられている。これにはリスクそれ
自体の議論と，リスクに関連する認識フレームの問題がある。一方でリスクそれ自体の議
論としては，「原発のリスク」（2012/7/24），「テロを想定した原発の安全確保の問題」

（3/12），「地震国の日本で原発を動かすことのリスク」（2013/9/14）がこれにあたる。他
方でリスクに関わる認識問題として，電力の浪費と都市部と地方の格差という問題が指摘
されている。「電力を惜しげもなく使った豊かな大都市の繁栄が，安全でない原発を地方
に立地する犠牲の上に成り立つ矛盾も身にしみたはずだ」（2012/1/8）とは，大都市の繁
栄／地方の犠牲が二分法になっている。かつ「…原発による受益者が使用済み核燃料の問
題についても責任を持つという考え方が必要だ。リスクを自分の問題として考えることが
脱原発依存を進めるひとつの手掛かりとなる」（3/7）とはこうした現状の構造を再検討す
るものであり，都市部の受益者も原子力発電のリスクを引き受けるべきだというのであ
る。結果として，「有権者も，原発に頼る目先の経済だけでなく，少し先の日本の姿を心
に描いてほしい」（2013/7/18）という主張につながっている。
　第 4 は経済コストに関するものであり，「政府支出の増大」や「電気料金の値上げ」な
どの論点が含まれる。この言説では，安全基準の話から代替エネルギーや国民生活のリス
クの議論へと論調がシフトしており，経済コストの議論は徐々に後退している。まず経済
性のロジックを見て行くと，原発依存の脱却→代替エネルギー→電力事業の合理化→国民
負担の抑制という議論の流れがある。「原発の安全神話にあまりにも安直にのっかってき
た。原発依存をどう解消していくか。その穴を代替エネルギーでどう埋めていくのか」

（2012/3/3）ということを考えなければならないと問題提起している。代替エネルギーの
コストを考えれば，料金の値上げは不可避である。その場合には，「電力会社の合理化や
政府の政策努力で，国民負担の抑制に力を尽くすべきだ」（11/6）としている。つまり，
合理化や政策努力を促し国民の負担軽減のために努力しなければならないという議論であ
る。他方で「安全神話」と「安価神話」はセットになっており，原発事故で安価神話も崩
れたという見解をも示している（2011/12/26）。この主張は繰り返し述べられているが，
安価な原子力発電という議論は「原発で重大事故は起きないという「安全神話」を前提に



福島原発事故をめぐる
メディア言説の変容

143

して成り立つ話」であり，それが崩壊した以上は，「経済性でも原発の優位性は崩れた」
という主張である（2013/11/9）。
　以上，毎日新聞社説の言説の推移を内容分析との比較で検討した。「政治の位相」にお
いては東電や規制当局の責任追及という問題から徐々に政府の指導力を求めるような論調
への変化が認められる。「原発と民意」の関係では，前述の政治の位相の具体的な争点と
いう文脈で，2013 年以降この「原発と民意」の関係が焦点化されていく。また「法の間
隙」という位相では，全般的な法の問題から被災者支援の要請がその後強くなっていく。
また「脱原発依存」の論点では，当初は国民の意思表示の問題に焦点をあてていたものが
次第にエネルギー政策全般の議論がそこに含まれるようになっていく。最後に「安全性と
経済性」の議論では，徐々に具体的な論点へと議論がシフトしていき，安全基準や経済コ
ストの議論から代替エネルギーや国民生活のリスクへと論点の移行が認められる。このよ
うに，当初は原発問題の是非をめぐって政治争点化していた論調が，否定的な論調を維持
したままで個別の政策課題についての議論へと移行していき，さらにその中で被災者支援
や国民生活全体の福利といった論点が前景化していく。

 ７　考　察

　前二節では，毎日社説に対いての内容分析と言説分析を検討した。本節では以上の結果
をもとに両者を比較し，考察を行う。

7-1　内容分析
　まず論調の変化を精査すると，2011 年上半期は否定的な論調が多く，下半期以降は否
定的な論調が減少しつつ中立的な論調が増加，また 2012 年以降は一時均衡的な論調が増
加するものの，2013 年以降は再び否定的論調が顕著になっていくなどの動向が観察され
た。このことを時系列の政治日程との変化で捉えるならば，事故直後，民主党政権が政治
的指導力を発揮しえず，政権批判の声が強まり，それが否定的な論調への誘引になったと
考えることができる。他方，こうした論調は菅首相の退陣表明，野田内閣発足等によって
徐々に鎮静化し，結果として肯定でも否定でもない中立的な論調が増加する。しかしその
後，原子力規制委員会の設置，事故調の調査報告書の公表，安全基準や規制行政のあり方
の見直しとともに肯定論・否定論のバランスを取っていく均衡的な論調が登場する。さら
に野田内閣が再稼働へと方針転換する 2012 年下半期以降，再び否定的な論調が増加する。
　またメディア・フレームは全期間を通じて「政治判断」に関するコードが最も多い。こ
れは前述のように事故対応や原発政策をめぐって民主党政権の政治的指導力の欠如から，
逆に脱原発に向けての政治的な決断を求める議論が活発化した結果である。2012 年はこ
こに政府の説明責任を問題視する「情報公開」についてのコードも増加し，2013 年にな
ると「エネルギー」・「環境保護」・「安全保障」などイシューが拡散する。2011 年・12 年
には原発の存廃が政治問題化し，かつ再稼働が争点化することによって情報開示が争点化
していた。対して，2013 年にはそうした議論がいったん沈静化し，個別の論点に拡散し
ていく。
　価値観フレームでは，2011 年は「効率性」，2012 年は「重要性」，2013 年は「社会福利」
が顕著に多い。事故直後は強い危機意識のもと，情報公開や避難・復興のための諸課題が
語られ，そうした危機や課題に対処できない政治の非効率さを批判する議論が強くなる。
2012 年以降になると再稼働問題が持ち上がったことにより原発の存廃を巡って重要性が，
2013 年は被災地復興を含めた具体的な社会問題の解決，福利生活水準への向上へと論点
が移行する。
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　以上を簡単に要約すると，論調は政治日程や政局の動向に牽引されやすく（「菅おろし」
や再稼働の議論），事故調の調査や反原発運動からの影響はそれほど強くない。メディア・
フレームは「政治判断」が総じて多いが，2012 年になると再稼働方針を受けて「情報公
開」のコードが増加し，13 年以降はエネルギー・環境保護・安全保障・テクノロジーな
ど論点が拡散していく。メディア・フレームの動向では，政府に直接的な行動を促すもの
であることから，再稼働方針や事故調の調査，反原発運動からの影響が大きい。また価値
観フレームについては効率性を求める事故直後の言説形成，重要性をめぐる原発存置の争
点化，社会福利を含めた被災復興など社会問題の解決とそれぞれ動向が変化している。こ
れは政府の指導力欠如や原発存置をめぐる議論から被災復興など社会問題へと関心がシフ
トしていくことの現れであり，メディア・フレームにおける争点の拡散とも対応してい
る。

7-2　言説分析
　次に，上記のような内容分析の動向の変化を踏まえて，言説推移の特徴を捉えていきた
い。一方で原発事故を「危機」と表象する言説からは「雇用危機」・「電力危機」，国際社
会の信頼低下や外交的空白，政治の「危機」や「混乱」など危機が複合的ないしは連鎖的
なものとして語られる。かつその危機管理との関連での国の責任が論じられ，「危機の連
鎖」を強調することで国内のみならず国際社会に向けた説明責任が語られる。政治的な指
導力の欠如を顕著に論じていたメディア・フレームが次第に拡散していくわけであるが，
その拡散した危機についても一貫して「国の責任」という範疇で語られる。このことは東
電や電力業界批判においても同様である。原子力ムラの「構図」や「構造」が批判に晒さ
れ，それを容認してきた国の責任が問われているのである。
　概括的に政府の指導力不足を問う言説からエネルギー政策・説明責任・事故の原因究
明・国際社会の中での日本の役割などに論点が拡散していく。エネルギー政策では「国の
責任」・「政治主導」・「決める政治」などが強調されており，説明責任では単なる情報公開
ではなくそれに適した具体的な政策が求められている。事故の原因究明についてもそれは
同様で，具体的な検証と政府の積極的な協力を求めている。また，国際的な役割では国際
協力など日本の主体的な役割が期待されている。すなわち，時間の経過とともに論点が拡
散していくが，一貫して政治判断の問題として論じられている。
　政治判断のフレーミングにおけるもうひとつの大きな特徴は「民意の表象」である。

「脱原発か原発依存か」という二分法の元で，前者を支持しつつ，後者については必要な
手続き，説明がなされておらず，意思決定のプロセスの透明性が欠如しているという議論
を展開し，「再稼働への国民の理解は得られない」としている。こうした民意の表象の大
きな山が選挙である。2012 年 12 月の衆議院議員選挙では「スピード感のある力強い政治
のリーダーシップ」が強調され，13 年 7 月の参議院議員選挙は「民主主義の衰亡につな
がる危機」との表象から説明責任と政治的リーダーシップを強調している。また「民主主
義力」・「国民の意見」・「消費者本位」・「利用者の利益」・「住民を守れ」などの言説を通じ
て，原発政策に国民の意見を反映させること（かつ脱原発政策を推進すること）を論じる
流れである。
　この「民意の表象」は上述の「政治の位相」から派生して生まれた論点である。その中
で，とりわけ興味深いのが，2013 年以降顕在化する「「顔の見える」政治」，「丁寧なリー
ダーシップ」という言説である。これらの言説は，被災自治体において顕著にみられた

「何度でも説明をして説得を試みる」，「忍耐強い合意形成力」を示している。このことは
メディア・フレームが 2013 年以降個別のイシューに拡散していったこと，価値観フレー
ムの焦点が社会福利へと移行していったこととも関連している。すなわち，原発の存廃・
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重要性という政治的争点から個別の政策・社会問題へとイシューは拡散していくが，民主
主義・リーダーシップ・合意形成に関連した言説が原発問題と個別争点を結びつける紐帯
の役割を果たしていたのである。また社会問題との関連で言えば，「避難生活」や「賠償」
に関わる言及が全期間を通して見られるが，この議論も国の責任や国の積極的な支援へと
収斂していく。
　民意の表象と一部重複しながらも非常に強固な言説を構築しているのは「脱原発」に関
わる「市民運動」についての言及である。脱原発の市民運動それ自体を「重要な意思表
示」と捉え，かつ住民投票を「有力な指標」と解釈していることからも明らかなように，
国民の声に真摯に耳を傾けなければならないという点で一貫している。これは「「顔の見
える」政治」，「丁寧なリーダーシップ」ともつながっており，原子力ムラに見られたよう
な閉鎖的な意思決定ではなく，何度でも説得を試みるような忍耐強い合意形成を促してい
るのである。民意は国民全体の意見の大勢を指し，市民運動や住民運動などの当事者の声
は「意思表示」という言葉で表象されている。
　このような合意形成と原子力ムラの二項対立がエネルギー転換の議論にも反映されてい
る。「脱原発」・「脱原発依存」・「脱原発社会」・「原発ゼロ社会」・「原発淘汰社会」・「原発
廃炉時代」などの言説が総じて強調され，「原発頼みの温暖化対策の危うさ」や「消費者
本位」など脱原発を温暖化対策や消費者の立場から捉えなおすなどの視角も見られる。こ
れらの言説は，「原発安全神話」・「原発依存度」・「原発危険度」などといった言説と対に
なっており，この二項対立の意味は，「安全神話」や原発に依存していた過去にはもう戻
れないということを意味している。これは現実政治がむしろ逆に進んでいくことと関連し
ている。具体策や実効性には欠けるものの「脱原発」を表明した菅首相が退陣し，リー
ダーシップや政治的決断を期待された野田内閣が再稼働を推し進め，その後の自民党政
権・安倍内閣に至っては脱原発論を明確に修正しているため，社説のトーンもきわめて厳
しいものへと転じていく。
　またこの合意形成と原子力ムラの二項対立の中で強調されるのが安全性と経済性に関わ
る議論である。経済性のロジックを見て行くと，原発依存の脱却→代替エネルギー→電力
事業の合理化→国民負担の抑制という議論の移行がみられる。この議論はまず安全性と経
済性を関連づけて論じ，一方で安全性が確保されなければ再稼働はありえないとの立場を
貫き，他方で代替エネルギーはコストがかかることから「国民合意の形成」が必要である
とし，加えてコストを抑えるための電力自由化を推奨している。このように経済性と安全
性を関連づけて論じる言説がその後リスクを憂慮する言説へと移行していく。この傾向は
再稼働や脱原発方針の見直しが進む 2012 年以降顕著になっていく。すなわち，「地震国の
日本で原発を動かすことのリスク」を考えなくてはならないという主張であり，かつ「電
力を惜しげもなく使った豊かな大都市の繁栄」と「安全でない原発を地方に立地する犠
牲」を二項対立で論じ，利用者もまた原発のリスクを考えなければならないということで
ある。また「安価神話」と「安全神話」の二重構造を論難する言説も見られる。すなわ
ち，安価な原子力発電（＝「安価神話」）は原発で重大事故は起きないという「安全神話」
を前提にしており，安全神話が崩壊した以上は経済的な優位性はもはや意味を持たないと
いう主張である。つまり経済性のロジックと安全性のロジックを双方検討し，前者から電
力事業の合理化，代替エネルギーのコスト削減を論じ，後者から原発のリスクや都市部の
ために地方が犠牲になるという歪んだ構造を論難し，その上で，安全性の神話が崩れた以
上はもはや経済性の神話は意味を持たないと主張を展開している。
　内容分析との対比で言えば，脱原発は合意形成などのデモクラシーの論理で貫かれ，原
発活用の言説は業界や経済性などの閉鎖的・排他的な構図として表象されている。時間の
経過とともに個別論点に拡散する傾向はあるものの，一貫して政治的指導力，合意形成の
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論理でこの問題は分析されており，この強固な政治的文脈性が毎日新聞の社説の大きな特
徴であると言えよう。

 ８　むすび

　以上，本稿では 2011 年から 2013 年までの毎日新聞の社説に着眼し，内容分析と言説分
析を行った。検証の結果，否定的な論調の中で，一時「政治判断」／「効率性」・「重要
性」といったフレームがきわめて短期間の間に形成され，それが後に個別イシュー（「エ
ネルギー」・「環境保護」・「安全保障」・「エネルギー」／「社会福利」）などに拡散してい
く過程が明らかになった。ここには大きな特徴が 3 つある。第 1 に，メディア・フレーム
が個別イシューに拡散，または価値観フレームが「効率性」→「重要性」→「社会福利」
へと変化するが，そこでは一貫して政府の政治的指導力とその欠如を充填するために「合
意形成」が強調されており，原発事故に関わる諸言説が政治的文脈の中で位置づけられて
いる。つまり，きわめて政治化された，政治的文脈性を帯びたフレーム形成が行われてお
り，現実政治の進行に即して政治的指導力や合意形成が文脈化されている。第 2 にそうし
た政治的文脈において，脱原発／原発の二項対立へと議論が収斂していく構造になってお
り，その構造の中で合意形成や民意といった表象が決定的に重要な役割を持っている。政
策形成途上において政治的指導力を求める言説および意思決定に際して民意や合意形成を
志向する言説が多く，政府の政策が形成された後は国民に対しての説明責任を要求しつつ

「脱原発」といった特定のフレーム形成が志向されている。第 3 に，一般に高度な専門的
知識が必要とされる原子力発電やエネルギー政策において，専門知はむしろ閉鎖的・排他
的なものとして表象され，代わって国民の意思決定・合意形成が重視されている。すなわ
ち，「脱原発」の言説は第 2 の点で指摘したように政治的指導力が求められている文脈で
民意・合意形成を強調するのみならず，東電の経営体質，業界の構造，原子力ムラの構図
などを批判することによって専門知を閉鎖的・排他的なものとして斥け，国民自身による
意思決定・合意形成の重要性を導いているのである。
　最後に，今後の課題としては 2 点ある。第 1 は対象に関わるもの，第 2 は方法論に関わ
るものである。第 1 に今回は最も明示的に脱原発を打ち出しているものとして毎日新聞を
取り上げたが，今回の成果を踏まえ，主要 5 紙の社説を比較し，それぞれの異同を検証す
る必要がある。それらの検証を通じて原発事故における政治的文脈性の位置づけを比較
し，エネルギー政策の形成に対して如何なるメディア言説が形成されているのか，その組
織化のパターンを分析することができると考える。第 2 に今回は内容分析と言説分析を併
用した方法論を採用したが，今後の課題としてはここに計量テキスト分析の検証を加え，
各フレーム（論調，メディア・フレーム，価値観フレーム）ごとにどのような語が用いら
れ，その形成と変化を検証することで，上述の政治的文脈性が具体的にどのようなテクス
トを媒介に構成されているのかを明らかにするのである（またそれを言説分析の結果と比
較検討することもできる）。一方で対象を広げ，他方で方法論を精緻にすることによって，
エネルギー政策の転換とそれに際してのメディア言説のフレーム形成を重層的に分析する
ことができると考えられる。

●注
＊	​ 本稿各節のうち，第 1，第 3，第 4，第 7，第 8 節を大賀が担当し，第 2 節を山腰が担当した。また第 5 節・

第 6 節の内容分析・言説分析のうち，2011 年を山腰と三谷が，2012 年・13 年を大賀が分析した。記事データ
の準備・加工は石田，冨浦が行った。第 3 節で参照しているが，「価値観」のコーディング・ルールについて
は共同研究者である An-Shou Cheng 氏の枠組み（Cheng et.al. 2012）に依拠しており，「論調」や「メディア・
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フレーム」のコーディング・ルール策定に際しても同氏から適切な助言をいただいた。記して感謝の意を表
する。なお本稿は，科学研究費補助金「意見文からなる大規模テキスト集合に潜む人々の価値観を推定する
ための基礎的研究」（基盤研究 B ／課題番号 25280118 ／研究代表者：石田栄美）による研究成果の一部である。

１.	 本稿では脱原発基本法案（第 180 回国会提出・衆法 39 号）に依拠して，脱原発を「原子力発電を利用しなく
なることに伴う各般の課題への適確な対応を図りつつ，原子力発電を利用せずに電気を安定的に供給する体
制を確立すること」と定義する。

２.	 とくに断りがない場合，記事引用後の日付は当該社説記事の日付を意味する。
３.	 計量テキスト分析によってフレーム分析し，その上で言説分析を用いて意味づけを行っているものとしては，

van der Does-Ishikawa （2015）がある。
４.	 内容分析の概要的理解としては Krippendorff（1980），樋口（2006），有馬（2007）などを参照。
５.	 対象文書の 10％相当の文書において一致度を評価するという方法は Lombard et.al.（2002）を参考としている。
６.	 カッパー値とはカテゴリーなどの名義尺度での一致度の指標である。通常 0 から 1 までの値をとり，1 に近

いほど一致度が高いとされる。Fleiss’ Kappa とは評価者（rater）が 3 人以上いる場合のカッパー値の計算
法である。なお，Landis and Koch （1977）によると，一致度の目安は 0.81～1.00 がほぼ完全な一致（almost 
perfect），0.61～0.80 が強い一致（substantial），0.41 ～ 0.60 が相応の一致（moderate），0.21～0.40 が一致（fair），
0.00 ～ 0.20 が弱い一致（slight）である。

７.	 言説分析の類型化・分類については佐藤・友枝（2006），赤川（2006）などを参照。
８.	 例えば Campbell（1992），Buzan et.al.（1998: 177），Howarth （2000）などを参照。
９.	 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会「国会事故調報告書」2012 年 7 月 5 日，12 頁。http://warp.da.ndl.

go.jp/info:ndljp/pid/3856371/naiic.go.jp/report/（最終アクセス日 2017 年 2 月 3 日。なお，本稿におけるウェ
ブサイトのアクセス日はすべて 2017 年 2 月 3 日である）

10.	「人災と決めつけ「危険」 政府事故調畑村委員長 国会事故調に異論」『電気新聞』2012 年 7 月 25 日。
11.	 東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会「最終報告」2012 年 7 月 23 日，361－362 頁。

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/icanps/post-2.html
12.	 同上報告書，413 頁。
13.	 原子力発電所過酷事故防止検討会報告書「原子力発電所が二度と過酷事故を起こさないために―国，原子力

界は何をなすべきか」2012 年 4 月 22 日，32－33 頁。http://www.jates.or.jp/dcms_media/other/douyuukai_
teigenn_kakokujiko2.pdf
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